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〈レポート〉農林水産業

主席研究員　河原林孝由基

2020年を迎えるにあたり2015年を振り返る
─ SDGs時代にパリ協定がいよいよ本格スタート ─

入したと唱える著名な学者もいる。

2　転換点は“2015年”
この人類の生存基盤を脅かす危機に直面し、

国際社会は大きく動き出している。その中核
をなすのが、15年９月の国連サミットで採択
された「持続可能な開発のための2030アジェン
ダ」にあるSDGs（エスディージーズ、Sustainable 
Development Goals：持続可能な開発目標）だ。
SDGsの精神では、地球上の「誰一人として取
り残さない」（No one will be left behind）こと
を誓っている。
SDGsの目標達成に多岐にわたり関係してい

る地球環境問題では、同年12月にCOP21（国連
気候変動枠組条約第21回締約国会議）で地球温暖
化対策の国際的枠組みとなるパリ協定が採択
された。
人間活動による地球温暖化の大きな要因で

ある温室効果ガス排出では、二酸化炭素（CO2）
がその大半を占めている。国際エネルギー機

1　大加速化の時代
今、私たちは地球の歴史からみて特異な時

代を生きている。産業革命以降の工業・農業
の発展、とくに1950年代以降の人間活動の爆
発的増大は地球そのものを大きく変えてしま
いかねない状況にある。
経済活動は人類に繁栄をもたらしたが、そ

の活動（第１図）の大加速化「グレート・アク
セラレーション」（Great Acceleration）は富や
食料の偏在を拡大し、増え続ける消費により
エネルギー・土地・水の爆発的な需要増大な
ど過去に例のない地球規模の環境変化を引き
起こしている。気候変動・生物多様性への甚
大な影響が指摘されており、地球の歴史上、
人類（Homo sapiens）というたった一つの種が
地球全体の環境を変えてしまう初めての出来
事になるとも言われている。地質学的にも人
間活動の影響で地球を変えてしまったことを
示す痕跡（例えばプラスチックなど）が残る、新
たな地質年代「人新世」（Anthropocene）に突

資料 WWFジャパン「生きている地球 レポート2018　より高い目標を目指して 要約版」より抜粋
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第1図　20世紀後半における人間活動の爆発的増大・大加速化「グレート・アクセラレーション」
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関（IEA）によると、CO2総
排出量の８割がエネルギ
ー起源であり、その４割
が発電由来である。そこ
で化石燃料（石炭、石油、
天然ガスなど）に代わり、
発電時にCO2を排出しな
い再生可能エネルギー
（以下「再エネ」）に大きな
期待が寄せられている。
世界の電力市場に目を

向けると、15年は再エネ
発電が史上初めて石炭火
力発電の設備容量（ストッ
ク）を超えた年であり、かつ新規設備導入（フ
ロー）でも化石燃料＋原子力発電の設備容量を
超えた年である。同年の再エネ投資額（大規模
水力を除く）は石炭・ガスへの投資額の２倍以
上となり、発電コストは陸上風力発電が、化
石燃料のなかでもコストの低い石炭火力発電
と同水準までになった。現在、太陽光や風力
などの再エネ発電コストはすでに化石燃料を
使った発電と同水準にまで下がっており、さ
らに今後も下がり続け、再エネが経済面でも
化石燃料より優位になる見通しだ。
このように“2015年”は、その後の環境、経

済、社会の広範な分野を決定づけるエポック
メーキングな出来事が相次いだ年であり、こ
こで世界の“潮目”は大きく変わったのである。

3　“2020年”は最後のスタートライン

SDGsは持続可能な世界を実現するための17
のゴール（目標）と169のターゲットから構成さ
れる。気候変動への対処はもとより、貧困、食
料安全保障、持続可能な経済成長など、環境、
経済、社会の広範な分野を対象としており、
それぞれの目標は芋づる式に絡み合い階層構

造になっている（第２図）。「環境」は全ての目
標の土台となり、その恵みの上に「社会」が成
り立っており、さらにその上に「経済」がある。
一方で「環境」「社会」を長期に持続可能なも
のとするには、それが「経済」面で持続可能
であることも重要である。このようにSDGsの
課題は複雑に絡み合っており、その目標達成
には「経済×環境×社会」の統合的・同時解
決のアプローチが必要とされるゆえんである。
“2020年”の本年は、いよいよパリ協定に基
づき各国がコミットした温室効果ガスの削減
目標
（注）

に対する検証の枠組みがスタートする年
である。「脱炭素社会」の実現に向けカギとな
る再エネへの転換では、再エネ発電が経済性
のある事業として成立する素地が整った。
翻って、日本では政府がエネルギー政策の

中長期的な方向性を示す「第５次エネルギー
基本計画」を18年に決定し「再エネの主力電
源化」をめざす方針を初めて打ち出した。一
連の電力システム改革も本年の「送配電部門
の法的分離」をもって制度的には完成をみる。
世界はパラダイムシフト（考え方の枠組みが

劇的に変化）しており、すでに“常識”が変わ
っているのだ。これからの活動は、そのこと
を強く意識することが必要だ。“茹でガエル”
になる前に。

（かわらばやし　たかゆき）

（注）各国は温室効果ガス削減・抑制目標（NDC：
Nationally Determined Contribution）を策定
し 5年毎に目標の確認・引上げを行う。

資料 農林水産省「農林水産業×環境・技術×SDGs」
（注） SDGsのそれぞれの目標の関係性をウェディングケーキに模して表現したもの。

第2図　SDGsの“ウェディングケーキ”図
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